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1．はじめに 

京阪神都市圏に隣接する利便な地区にあり、琵琶

湖畔の自然という魅力的な環境を持つ草津市は居住

人口が増加し都市化も急速に進展している。近年立

命館大学４学部立地に伴って、南草津駅周辺では、

学生居住地区が形成されるとともに京都・大阪地域

や隣接する大津市への通勤者が多く住むベッドタウ

ン的性格の居住地区になりつつある。この地区では

中高層住宅が多数立地し人口が大幅に増加して、草

津市全体の都市構造から見ても分散核的都市核と位

置づけている。この様な状況を受けて本研究では、

主として、現都心核の草津駅周辺地区に対して非日

常利用型の都市機能整備を整備し、南草津駅周辺地

区に対して日常利用型の都市機能と現都心核機能を

補完する役割の非日常利用型の都市機能とを併せて

整備することとした。この方針に従って、全市的に

見て効果的な都市構造となるようにするとともに、

この振興地域内でバランスのとれた生活環境を形成

するための商業地区整備に関してのシステム論的計

画研究を行った。 
 
2．草津市の将来都市構造設計に関して 

 図－1 に示した草津市将来都市構造図によればＪ
Ｒ南草津駅周辺は、北部中心核であるＪＲ草津駅周

辺、草津市の南部中心核と位置付けられている。現

在この地域は田園地域であるが、将来的には自然を

活用したリゾートレクリエーション施設や商業施設

が立地する新都心候補の西部新都心核の３地区を中 
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心として都市骨格を形成していくのが望ましいと考

えられている。 
まず、草津市の中心核であるＪＲ草津駅周辺には多 
数の大型商業施設、業務施設、宿泊施設が立地して

おり草津市の顔として市内・及び近隣市町村から多

数の人々が通勤・通学、買い物のために訪れている

が、道路容量の不足による交通渋滞、住民の抵抗感

などによる再開発の困難さ等により同地区へこれ以

上の商業・業務施設を整備することは困難な状況と

なっている。そこで、各種都市機能をＪＲ南草津駅

周辺、西部副都心に分担することにより効率的・効

果的な都市機能の分担が行えると考えられる。南草

津駅周辺は滋賀県下 5番目の乗降客数を誇る南草津
駅を抱えるというポテンシャルを有しているが、駅

西口を中心に一定規模の低未利用地が存在しており、

周辺住民が集い、交流するための都市環境整備が整

備されているとは言いがたい。今後も公共による計

画的誘導により近隣の住民の生活環境悪化を防ぎつ

つ都市機能を整備する必要がある。           

立命館大学生や京都・大阪に通勤する家族層の利
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図－1 都市構造における都市核配置コンセプト 



用を中心として、草津市全域及び近隣市町村に居住

する人の利用を見込んだ商業機能を整備することに

より、草津駅周辺では満たしきれていない機能、ま

た草津駅周辺にはない機能を市民に提供できること

もできる。そして、西部新都心においては琵琶湖岸

に隣接しているという立地特性、市街地と比較し低

価格な地価、草津川廃側跡地に建設予定の高規格道

路によるアクセス性向上、広大な空閑地の存在とい

った条件と近年のアウトドア・レジャー指向の高ま

りを考慮し、広域からの集客をも視野に入れた農業

体験施設、商業地区、低層住宅を基本とした居住地

区を整備して、地方都市における定住人口の増加と、

県民の望んでいる農業振興をめざすこととしている。 
 
3．南草津駅西口の地区開発コンセプトの設計と
事業推進のマネジメント構造の構想 
図－２に示した開発コンセプトにもとづき、草

津市の都市将来構造設計及び、人口増加とそれに

伴う各種用途地の増加分を市内の各地域に配分 
する必要が生じてくる。一定規模の低未利用地が存

在する南草津駅西口において駅東口のような乱開発

を抑制し、適切な都市機能配分、土地利用が行って

いく必要がある。                  
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南草津駅西口周辺の対象地約 30ha、計画人口約
3000 人規模の野路西土地区画整理事業対象地にお
ける居住、商業、公共的施設の機能配分について検

討する。同地区は南草津駅に隣接しており京阪神地

区へ通勤する人々が市内及び近隣市町村からの移り

住むにふさわしい立地にあることから居住施設中心

の整備が重要だと考えられる。同地区と周辺の低未

利用地の高度利用を前提とした再開発によって、駅

周辺に約 6000 人の人口を収容できる。そして、居
住者の利便性と草津市の第２の都心核という位置付

けから、公共的施設、商業施設、公園等の整備も重

要となっていくが、本研究では民間企業による無計

画的な開発が行われる可能性が高く最も公共の計画

的な誘導が必要な商業地区約 5haに関しての整備計
画の実証的研究を行なった。 
まず、対象地における商業地区の開発方針の検討や

コンセプト設計のために、図－1 に示す５つの側
面・要素から商業地区構想にとって必要な計画情報

を収集・整理し検討を加えた。商業地区に導入する

機能としては、日常利用型と非日常型の 2種類に分
別し、本研究では都市全体に与える影響が大きいと

いう観点から主に後者の非日常型施設導入を検討し、

大津・湖南地域において不足又は、対象地の発展に

おいて集客の中心となるべき施設・店舗を導入候補

とした。本研究で想定する商業地区を中心とした運

営主体と地区内の施設・店舗、地元住民、来訪者、

地元公共団体、等々の関連主体間関係構造を図－３

に示す。なお、商業地区の経営・運営主体は民間組

織（地区マネジメントセンター）とする。    
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資金調達については、対象地が草津市の第二の中

心核と位置付けられていることから民間都市開発推

進機構及び民間金融機関からの融資を想定した。 
 

 
 
 

図－2 商業地区開発コンセプトの概略 図－3 開発プロジェクト関係主体の構造関係図 



4．土地取得方法に関して 

 商業地区の土地取得方法に関しては土地を様々な

地権者から買取、借り受け一括して商業地区の運営

主体に貸し出す土地所有会社を設定した。 
 これにより、土地売却、借地を望む様々な地権者

の意向を尊重することができる。そして、運営主体

としても土地を買収するのと比べ初期投資金額が減

るという利点があり、概念図を図－4に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5．地区整備計画モデルの定式化 

地区開発計画の内容を、上述の検討結果にもとづ

く導入機能（施設）の種類と規模の計画問題とし、

その評価は計画内容に応じて推定される集客数によ

ってもたらされる地区及び施設経営成果としての利

潤の総額を尺度として定式化し式－１に示した。 

式－１ 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        
 
 
 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
         
 
 
 
 
 
 
 
        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.滋賀県草津市における実証的検討 

実際に滋賀県草津市野路西地区において、モデル

分析を行った結果の一部を以下に示す。表－１はモ

デル分析の結果、求められた最適解、表－２は最適

解に対応した導入施設・店舗の種類とそれぞれの規

模を示した。 
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図－4 土地取得方法概念図 



    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－５に示した分析結果から、年間総来訪者数は

約 130 万人で、1 日あたりにすると約 3600 人の来
訪者が見込まれる「対象地における商業地区整備計

画」が求められたことが判る。この計画で施設・店

舗が導入されることにより多くの集客による消費経

済活動を喚起して草津市に大きな経済効果をもたら

すとともに、約 1050 人の雇用者の創出といった視
点から地域社会にも大きな発展をもたらすものと考

える。 
 

 
7．おわりに 
 本研究では、滋賀県草津市南草津駅周辺地区を対

象地として、草津市の将来都市構造と都市機能配 
分を検討し、今後同地区に居住する住民及び周辺地

区の住民の利用を想定した商業地区整備計画につい

て実証的に検討した。 
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   地区整備費 最適解
初期投資（地区運営主体+テナ 2064888（万円）
商業地区への総来訪者数 1640088（人）
商業地区への総テナント面積 63620（㎡）
地区内雇用者数 1067（人）

商業地区運営主体
初期投資金額 1299628（人）
売上 273509（人）
税金 33069（人）
純利益 44004（万円）

テナント合計
税引き前利益 　215675（万円）
税金 19410（万円）
純利益 196265（万円）

   施設店舗名称 面積（㎡） 施設・店舗名称 面積（㎡）
レストラン街合計 8764 雑貨店 438
玩具・ホビー店 647 書店 3875
家電量販店 7865 スポーツ用品店 1627
家具店 8473 生鮮食料品店 2965
クアハウス 12675 ベーカリー 226
シネマコンプレックス 11675 ガーデニング店 634
カジュアル衣料 1350 ペットショップ 548
ブランド品 1286 エステサロン 572

   地域振興効果図
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図－5 地域振興効果の概念図  
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